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の表現の自由とは、典型的に 表現活動が公権力 （国又 自治体の権力） によって妨げられない権利のことであ 。逆に言えば、表現の場を用意することを国や自治体に対して求める 、より具体的には、公立美術館において ら 作品を展示するよう求める権利は、憲法上の表現の自由には含まれない。　
今回の不自由展で議論の最大の焦点と




























































自由は全く無関係だと言え だろ 。この点について、別冊資料２では、 「理念としての表現の自由」という考え方を提示している。理念と 現の自由　
別冊資料２が「理念としての表現の自









いても全く同様に当てはまる。つまり、①民主的社会では、政策を自由に論議したり、政府を批判したりすることが不可欠であり、そのために 表現の自由が欠かせない。②たとえば、女性の地位の発展の歴史を見れば分かるよう 、今日、ある程度の社会的な男女平等が実現されてきているのは、男性中心社会が様々な形で批判され、女性の権利が主張されてきたからで 。表現が抑圧されていれば、このような社会 発展はなかっ だろう。③人は、自ら表現をし、あるいは多様な表現に触れることによって自己の考えを深め、視野を広げることができる
ことは言うまでもない。①から③までが、表現の自由が重要であるとする論拠あるいは表現の自由を保障する意義に当たるが、こうした意義を十分に発揮させ ためには、耳障り 良い表現だけではなく、ある人々にとって嫌悪すべき表現 自由になされる必要がある。ヒトの先祖はサルであるという主張 、天地創造説を信じる人々にとっては神をも恐れぬ許しがたいもの ろうが、こうした主張が人を傷つけ がゆえに認 られないとすれば科学の発展、ひいては社会の発展がないことは明らかだろう。　
もちろん、表現の自由といっても限界
はある。一例を挙げれば 名誉やプライバシーといった特定個人の権利を侵害するようなものや、子ども 性的搾取の一環である児童ポルノの製造や流通といったものは、表現の自由を上回る価値があるものとして規制することが許される。ただし、規制 必ず法律によ て根拠が与えられなければならない。また 多数派の道徳観や常識に反す という意味でショックを与えるといった程度の理由で、表現の自由を制限するこ は、今回述べてきた表現の自由の基本的な考え方に反することと言わざる 得ない。
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者は権利の主体ではなく、不法行為法上、遺族の「敬愛追慕の情」の侵害が問題となるにとどまる。 「敬愛追慕の情」は、本人の直接の権利侵害 場合よりも保護の程度が下がり、 を違法に侵害したかどうかは、表現 意図、表現内容、対象 物の地位などを総合的に判断し、許容限 を超えたか うかで判断する。そうすると、天皇は公人中の公人で、様々な表現の となることは当然あり得る。また 作家は侮辱的な意図ではなく芸術的な狙いをもって制作したもので、法的な意味で侮辱に該当するとは言えない。名誉毀損にも当たらない（刑法２３０条２項参照）　「時代の肖像」については、特攻隊に対する侮辱であるなどと批判されたが作家はそもそもそれが事実誤認であ と述べているし、特攻隊と う現存しない組織を抽象的に批判することが違法になるものではな 。　これらの作品が、一定数の人々にとっ


















「表現の不自由展・その後」の再開を伝える朝日新聞＝ 2019 年 10 月 8日付夕刊































この中止決定が妥当なものかである。この点については、冒頭で述べたとおり、憲法上の表現の自由の問題というよりは、まずは契約 解釈 る。具体的には、契約書１条７項には、 「甲〔トリエンナーレ実行委員会会長〕 」は、災害が発生した場合又 乙等〔不自由展実行委員会各メンバー〕が第三者権利侵害等の違法行為を犯した場合、出品作品の展示が不適当となったと判断したときには、出品作品の展示 中止することができるものとする」とあるので、抗議が殺到して物理的に継続が困難となっ 合が、この規定にある中止事由に当たるかどうかが問題となる。契約条項に明文がないが、今回 ような場合も災害に準じる事態としてこの中止事由に当たる 考えることも可能である。仮に契約上 中止事由に当たらないとしても、契約 関する一般的な原則 客観的の継続が不可能に った場合には、履行不能として契約が終了し、中止は許され
ると考えられるであろう。　
ただ、今回の場合、客観的に見て、抗





契約の１条７項あ い 契約の一般原則における履行不能 あ と て、契約違反とはならないと考えられる。　
以下、中止決定に関するそのほかの論


































て簡単に述べ 出展作家は契約の当事者ではないから、一方的に中止決定を受けたことは確かではあるもの 、契約に基づく主張 できない。残るのは表現自由に由来する人格的利益に基づく主張であるが、これも今回の事情 おいて認められる可能性は非常に低いと思われる
（注６）
。 もちろん、 出展作家に対して十
分に説明し理解を得る とは実際問題して極めて重要ではあるが、この点は法
的な問題としては現れないと考えられる。
